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(証券コード8226)
平成27年６月10日

株　主　各　位
東京都新宿区西新宿一丁目26番２号

株式会社　理　　経
代表取締役社長 黒 田 哲 夫

第58回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第58回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同
封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成27年６月
25日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただきたくお願
い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目７番２号

ハイアット リージェンシー 東京　地下１階　『白鳳』
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第58期（平成26年４月１日から平成27年３月31日ま
で）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監
査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第58期（平成26年４月１日から平成27年３月31日ま
で）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
取締役７名選任の件

以　上
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合
は 、 修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.rikei.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

１．企業集団の現況
　⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策によ
り企業業績や雇用情勢に改善が見られ、また円安により大手輸出企業には回復基調が
見られましたものの、消費税増税や円安による輸入原材料の上昇により個人消費や設
備投資が低迷するなど、依然として厳しい状況で推移致しました。
　このような状況の下、当社グループは、強みである最先端機器と長年積み重ねてき
た技術力とノウハウを武器に、他社との差異化とお客様に高い付加価値を提供するこ
とを基本方針とし、中期経営計画に基づき、防災・映像・通信分野のソリューション
育成・拡大、緊急時対応システムの拡販、システムソリューション事業の付加価値増
大による競争力の強化、電子部品及び機器事業の専門性強化並びにビジネス領域拡大
等の戦略により、経営資源を集中した事業運営に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度におきましては、連結売上高は70億９千３百万円（前期
比9.2%減）となりました。損益面では、営業利益８千５百万円（前期比48.0%減）、
経常利益は９千７百万円（前期比42.0%減）、当期純利益は８千９百万円（前期比
45.6%減）となりました。

　事業区分別の状況は次のとおりです。
　システムソリューションにおきましては、大学官公庁向け取引が減少したため、売
上高は27億７千５百万円（前期比20.6%減）、営業利益は５百万円（前期比92.5%
減）となりました。
　ネットワークソリューションにおきましては、放送局向けアンテナシステムの大型
受注があり、売上高は13億５千８百万円（前期比3.1%増）、営業損失は３千５百万円
（前期は２千４百万円の営業損失）となりました。
　電子部品及び機器におきましては、中国・香港市場における電子部品販売の減少に
より、売上高は29億５千９百万円（前期比1.3%減）となり、営業利益は１億１千６百
万円（前期比1.9%減）となりました。
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当事業年度の事業の状況、財産および損益の状況の推移



2015/06/01 13:39:36 / 14067012_株式会社理経_招集通知（Ｆ）

　各事業区分別売上高及び受注高の明細は次のとおりです。
（単位：百万円）

事 業 区 分 売 上 高 受 注 高

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 2,775 2,740

ネ ッ ト ワ ー ク ソ リ ュ ー シ ョ ン 1,358 1,552

電 子 部 品 及 び 機 器 2,959 2,939

合 計 7,093 7,233

②　設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況
　当社は、機動的な資金調達と安定性の確保を狙いとし、主要取引金融機関と総額11
億円のコミットメントライン契約を締結しております。なお、当期における当該契約
に基づく借入実行残高はありません。

⑵　財産及び損益の状況の推移

区 分 第　55　期
(平成24年３月期)

第　56　期
(平成25年３月期)

第　57　期
(平成26年３月期)

第　58　期
(当連結会計年度)
(平成27年３月期)

売 上 高(百万円) 8,553 8,656 7,815 7,093

経 常 利 益(百万円) 342 194 168 97

当 期 純 利 益(百万円) 297 176 164 89

１株当たり当期純利益(円) 19.65 11.66 10.90 5.93

総 資 産(百万円) 7,000 7,005 6,912 6,395

純 資 産(百万円) 4,070 4,216 4,345 4,453

－ 3 －

当事業年度の事業の状況、財産および損益の状況の推移
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⑶　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当　社　の
議決権比率 主要な事業内容

リケイ・コーポレーション
（Ｈ.Ｋ.）リミテッド 1,166万香港ドル 100％ 電子部品及び機器事業

（注）日本ログフォース株式会社は、平成27年３月12日に清算結了しております。

⑷　対処すべき課題
　当社グループは、通信・情報・映像の融合が進むデジタルネットワーク時代において、
「最先端」技術に基づく「尖った」製品を市場に提供するIT及びエレクトロニクス分野
のオンリーワン・ソリューションベンダーを目指しております。
　当社グループの経営指標としては、平成25年４月より開始した中期経営計画（３ヶ
年）に基づき、平成28年３月期において売上高100億円、営業利益３億円、ROE５％を
達成することを目標としておりましたが、当社グループを取り巻く事業環境は中期経営
計画策定時とは著しく変化し、誠に遺憾ながら２年目である平成27年３月期の業績は計
画より下方に乖離致しました。売上高を中心として当初計画との相違が出てきたため、
この結果を踏まえて慎重に判断し、中期経営計画最終年度であります平成28年３月期の
目標数値につき、売上高80億円、営業利益８千万円と見直すことに致しました。
　なお、株主への安定的な配当の継続及びROE５％達成は引き続き重要な経営指針とし
て掲げてまいります。
　当社グループは、次の項目を中期経営計画の基本方針として掲げ、前述の経営指標の
達成に向けて全力で取り組んでおります。
　①　ネットワークソリューション事業において防災、映像、通信業界向けソリュー
　　　ションを中心に育成、拡大
　②　システムソリューション事業の付加価値増大による競争力強化
　③　電子部品及び機器事業の専門性強化とビジネス領域拡大
　④　子会社の資源効率化
　⑤　社員満足度の向上
　⑥　株主への安定配当
　以上の経営戦略を実行するにあたり、当社が対処すべき課題は次のとおりです。
　ネットワークソリューションにおいては、引き続き地方自治体市場向けに災害時情報
伝達システムの横展開営業を行うとともに、住民への防災情報伝達手段の充実をはじめ
とした新規ソリューションの開発を行うことが課題です。映像・放送市場においては、
4K/8K需要、オリンピック需要、IP網での映像配信等に着眼した製品開発及び情報通信
商材の販売を行い、当社の長年の技術やノウハウを組み合わせることで他社との差異化

－ 4 －

重要な子会社の状況、対処すべき課題
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を追求し、収益を拡大してまいります。情報通信事業者向けには新規取扱いラインを積
極的に取込むことで、先進的な新製品を提供するとともに、新規顧客を開拓し顧客層を
広げることが必要です。
　システムソリューションにおいては、文教市場向け教務系システム等高付加価値ソリ
ューションの拡販及び運用のコア事業化を東日本において進めるとともに、民間向けビ
ジネスでは新規顧客及び新規ラインの確立を引き続きの課題とします。また、付加価値
増大のために、当社が強みを有するＪアラート、情報セキュリティ、防災、O2O（オン
ライン・ツー・オフライン）システム等の独自パッケージの開発を進めるとともに、急
速に市場のテーマとなっているオムニチャネル、IOT（インターネット・オブ・シング
ス）、M2M（マシン・ツー・マシン）の分野でもビジネスを発掘することが課題です。
　電子部品及び機器においては、材料分野、RF機器・RF部品モジュール分野、新エネ
ルギー分野、海外取引にフォーカス致します。これらの分野を成長分野に位置づけ、専
門性を強化するとともに、特殊部材のラインアップを揃え販売強化を図ります。同時に
国内市場における一般電子部品の販売を増やすためにさらなる商品開発を推し進めます。
これにより、専門的な領域と汎用的な領域の双方において収益の拡大を図ることが課題
です。
　海外子会社リケイ・コーポレーション(Ｈ.Ｋ.）リミテッドにおいては、当社との連携
を強化し、当社取扱いの製品の中国・香港市場における拡販を行うとともに、LEDチッ
プに続く柱となるラインの立ち上げが課題です。北米駐在事務所においては、当社の業
績に結び付く成果も出始めており、引き続き新製品情報の収集とマーケティングを行っ
ていくことで、ビジネス領域を更に広げていくことが課題です。

　これらの課題を克服することにより、当社グループは一丸となって業績の更なる拡大
を図るとともに、社会に貢献する製品やソリューションを提供する企業体への変革を目
指します。

　株主の皆様におかれましては、今後とも引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。

－ 5 －

重要な子会社の状況、対処すべき課題
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⑸　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　当社グループは、システムソリューション、ネットワークソリューション、電子部品
及び機器の販売並びに輸出入を主要業務とし、併せて関連する商品の開発、製作、保守
並びに修理業務を営んでおります。

事 業 区 分 主 要 な 製 品

シ ス テ ム
ソ リ ュ ー シ ョ ン

サーバー、ＰＣ、ストレージ、ｅＣＲＭソフトウエア、マルチチャ
ネル・キャンペーンマネジメント・ソフトウエア、Ｊアラート電文
解析はじめ災害情報関連ソフトウエア、Ｏ２Ｏシステム、３次元機
械ＣＡＤソフトウエア、３次元プリンタ、３次元画像撮影・解析シ
ステム、ＢＩＭシミュレーションソフトウエア、教育機関向けソフ
トウエア、ＢＣＰ関連システム、ビジネスインテリジェンスツー
ル、データベース監査ソフトウエア、ＭＤＭサービス、端末管理シ
ステム、マスターデータ管理システム、ファイルセキュリティシス
テム、その他各種周辺機器及びソフトウエア

ネ ッ ト ワ ー ク
ソ リ ュ ー シ ョ ン

衛星通信情報伝送システム、デジタルビデオ伝送システム、デジタ
ルビデオ信号解析システム、高速無線ＬＡＮ機器及びソフトウエ
ア、Ｊアラート対応システム、Ｌアラート対応システム、Ｖ-Ｌｏ
ｗコミュニティ放送対応システム、インターネット高速アクセスシ
ステム、ＡＴＭアクセス装置、高速長距離無線ＬＡＮシステム、デ
ジタル多重化装置、メール配信サービス、Ｗｅｂカメラ管理サービ
ス、その他各種情報通信機器及び映像伝送装置

電 子 部 品 及 び 機 器
光通信用デバイス、電力系統解析システム、データ集録・ＧＰＩＢ
製品、放送信号発生装置、防衛用機材、災害救護用機材、半導体、
マイクロ波通信機器用部品、集積回路、バッテリー、導電性樹脂接
着剤、液晶パネル、タッチパネル、その他各種電子部品及び機器

⑹　主要な事業所（平成27年３月31日現在）

株式会社 理 経 当　社

本　社
大阪支店
東北営業所
名古屋営業所
九州営業所
技術センター
北米駐在事務所

東京都新宿区
大阪市北区
仙台市青葉区
名古屋市中村区
福岡市博多区
千葉市美浜区
米国オレゴン州ベンド市

リケイ・コーポレーション　
（Ｈ.Ｋ.）リミテッド 子会社 本　社 中国香港特別行政区

－ 6 －

主要な事業内容、主要な事業所
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⑺　使用人の状況（平成27年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン 62名 １名減

ネ ッ ト ワ ー ク ソ リ ュ ー シ ョ ン 56名 ３名減

電 子 部 品 及 び 機 器 42名 １名増

合 計 160名 ３名減

（注）使用人数は就業員数です。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

155名 1名減 45.6歳 16.6年

⑻　主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）
　　　該当事項はありません。
　　　なお、当社は株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社りそな銀行、株式会社みずほ銀
　　行及び株式会社三井住友銀行との間で、総額11億円のコミットメントライン契約を締結
　　しておりますが、当期における当該契約に基づく借入実行残高はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 55,000,000株
②　発行済株式の総数 15,514,721株
③　株主数 4,708名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

石 川 理 香
千株

1,834
％

12.13

石 川 道 子 740 4.89

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 466 3.08

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 465 3.07

カ シ オ 計 算 機 株 式 会 社 420 2.77

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 365 2.41

松 井 証 券 株 式 会 社 235 1.55
クレディ　スイス　アーゲー　チューリッヒ
レジデント　 トウキョウ 188 1.24

理 経 従 業 員 持 株 会 131 0.86

株 式 会 社 S B I 証 券 117 0.77

（注）当社は、自己株式394,677株を保有しておりますが、上記大株主から除いて
おります。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏　　　名 担　　　当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 黒　田　哲　夫 － ﾘｹｲ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(H.K.) 
ﾘﾐﾃｯﾄﾞ取締役

取　　締　　役 古　畑　直　樹 総務部長 －

取　　締　　役 古　田　耕　児
事業統括副本部長
技術ｾﾝﾀｰ長
ｻﾎﾟｰﾄ技術部担当
技術開発部担当

－

取　　締　　役 猪　坂　　　哲
事業統括本部長
大阪支店長
ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ営業部担当
西日本ｼｽﾃﾑ営業部担当

－

取　　締　　役 長谷川　章　詞 経理部長 －

取　　締　　役 小　柳　　　誠

事業統括副本部長
海外現地法人統括
防災情報ｼｽﾃﾑ営業部担当
部品機器営業部担当
特機部担当

ﾘｹｲ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(H.K.) 
ﾘﾐﾃｯﾄﾞ取締役社長

取　　締　　役 石　川　理　香 － 株式会社ｱｲ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｽﾀｼﾞｵ 
代表取締役

常 勤 監 査 役 石　橋　信一郎 － －

監　　査　　役 秋　田　康　博 － 弁護士

監　　査　　役 大　橋　博　行 －
公認会計士
公益社団法人日本監査
役協会監事

監　　査　　役 秋　元　創一郎 － 公認会計士

（注）１．取締役石川理香氏は、社外取締役であります。
２．監査役秋田康博氏、大橋博行氏及び秋元創一郎氏は、社外監査役であります。
３．監査役大橋博行氏及び監査役秋元創一郎氏は、公認会計士の資格を有しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．当社は、監査役大橋博行氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。
５．取締役古畑直樹氏及び猪坂哲氏は、平成27年４月１日付で、常務取締役に就任し

ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区　　　分 支　給　人　員 支　給　額

取　締　役 ７名 40百万円

監　査　役 ４名 16百万円

合　　　計
（う　ち　社　外　役　員）

11名
（４名）

56百万円
（18百万円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　２．取締役の報酬限度額は、平成７年６月29日開催の第38回定時株主総会において年

額300百万円以内（但し、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成７年６月29日開催の第38回定時株主総会において年

額25百万円以内と決議いただいております。
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③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役石川理香氏は、株式会社アイ・デザイン・スタジオの代表取締役でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役大橋博行氏は、公益社団法人日本監査役協会の監事であります。当社と兼
職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会への出席状況

区　　分 氏　　名
取締役会（15回開催） 監査役会（５回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 石 川  理 香 15回 100％ － －

監 査 役 秋 田  康 博 15回 100％ ５回 100％

監 査 役 大 橋  博 行 15回 100％ ５回 100％

監 査 役 秋 元 創 一 郎 15回 100％ ５回 100％

（注）１．上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に
基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

２．取締役会における発言状況
　取締役石川理香氏は、企業経営の豊富な経験に基づき、議案審議などに必要な発

言を適宜行っております。
３．取締役会及び監査役会における発言状況

　監査役秋田康博氏は、主に弁護士としての専門的見地から、議案審議などに必要
な発言を適宜行っております。

　監査役大橋博行氏は、主に公認会計士としての専門的見地から、議案審議などに
必要な発言を適宜行っております。

　監査役秋元創一郎氏は、主に公認会計士としての専門的見地から、議案審議など
に必要な発言を適宜行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 30百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で
きませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

　　　２．当社の子会社でありますリケイ・コーポレーション（Ｈ.Ｋ.）リミテッドは、当社
の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査役会は、当社の都合による場合の他、会計監査人の職務の執行に支障がある等
その必要があると判断した場合は、解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会
は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出致します。また、監査役会は、会計
監査人が会社法第340条第１項各号の定める各項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任することができます。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨及びその理由を報告致します。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社
の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。

　当社グループは、効率的で透明性の高い経営管理体制を確立することを内部統制シス
テムの基本と致します。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
　当社は、経営基本方針に則した「行動規範」を制定し、当社及び当社グループ会
社における取締役、使用人の職務が法令及び定款に適合するための基準としており
ます。
　また、コンプライアンス規程を制定し、コンプライアンスを経営の方針としてお
ります。
　当社取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善
に努め、業務の決定が適正に行われることを確保する体制を構築、維持、整備して
おります。
　反社会的勢力による不当要求に対し、毅然とした態度で対応し、反社会的勢力と
は取引関係その他一切の関係を持たない体制を構築、維持、整備しております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理の体制
　当社は、取締役の職務執行に係る情報については、法令及び稟議規程、文書取扱
規程に基づき、記録保管しております。その他重要な情報に関しても、各部署にて
規程に従って管理しております。また電子記録方法の重要性と社外への情報漏洩が
企業に及ぼす影響を鑑み、電子情報を含めた統一的な管理体制を構築、維持、整備
しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、常勤取締役で構成するリスク管理委員会を設け、定期的に当社及び当社
グループ会社における全般的なリスクの状況を把握しております。特に通常の業務
で発生する取引先の倒産による損失については、与信に関する規程を定め、管理し
ております。また、在庫の陳腐化を避けるため、不動在庫評価委員会を定期的に開
催しております。当社グループ会社における資産管理については、当社で一括管理
し、損失のリスクを回避しております。
　その他リスク管理の観点から、必要に応じて規程の制定もしくは特別な委員会を
設け、対処しております。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役会を月１回以上開催し、経営の基本方針、法令事項並びに経営に
関する重要事項を決議し、あわせて業務執行状況の監督を行っております。また、
年度予算は取締役会において策定、承認され、月次もしくは四半期ごとに業績の管
理を行っております。
　当社の経営に関する重要事項については、事前に協議する機関として、常勤取締
役が出席する役員連絡会議を随時開催しております。
　当社は執行役員制度を導入し、取締役以外の従業員が執行役員の任にあたり、取
締役の監督下、業務執行を担っております。また、常勤取締役と執行役員によって
構成された執行役員会議を月１回以上開催し、取締役会にて決定した事項につき伝
達、指示を行うとともに、事業戦略、運営につき討議を行っております。

５．当社及び当社グループ会社における業務の適正を確保するための体制
　当社は、当社グループ会社の管理について、関係会社管理規程を定め、業務上重
要な事項については当社の承認を要するものとし、その他必要に応じて当社へ報告
し監督を受ける体制としております。またコンプライアンスに関する「行動規範」
は、グループ全体で遵守するよう当社監査室が指導しております。
　職務を効率的に遂行するため、海外子会社の営業活動については、当社に海外現
法統括責任者を設け、必要に応じてITを有効に活用することにより速やかに情報を
交換し、当社グループの業務の適正を確保しております。また、財務、経営情報に
ついては当社経理部がグループ会社の月次報告、年次報告を精査し、当社取締役会
に四半期ごとに報告しております。
　財務報告に係わる適正性を確保するために内部統制委員会を定期的に開催し、必
要な内部統制を構築、維持、整備しております。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性
及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　当社は、監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くことと
致します。その使用人の任命、解任、評価、人事異動など人事権に係わる事項につ
いては、監査役会の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を確保
するものとします。なお、監査役の職務を補助する使用人は、専ら監査役の指示に
従って監査役の職務を補助するものとします。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す
る体制
　当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人は業務又は業績に影響を与える重
要な事項につき、監査役に都度報告しております。監査役は当社の取締役会及び重
要な会議に出席するとともに、必要に応じて当社及び当社グループ会社の取締役及
び使用人に対して報告を求めております。
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　なお、当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人は、常勤監査役に重要な事
項を通報することができます。
　当社及び当社グループ会社は、常勤監査役に上記の通報をした者に対して、当該
通報をしたことを理由とする不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹
底しております。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は会計監査人及び当社監査室と適時打合せを持ち、監査の実効性を確保し
ております。
　監査役は、その業務の執行に必要と認めるときは、弁護士、公認会計士等の外部
の専門家を利用することができ、その費用は当社が負担するものとします。
　また、その他監査役の職務の執行について発生する費用の前払い又は償還、その
他債務の処理は、監査役職務の執行と関係しないものを除き、全て当社で負担する
ものとします。

（注）当事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（連結計算書類）
連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

4,979,965

2,144,968

2,406,838

100,999

2,097

125,179

159,019

41,094

△232

1,415,767

427,720

116,130

25,094

265,058

21,436

45,332

942,714

741,380

119,414

40,000

41,919

流 動 負 債 1,535,512
買 掛 金 1,017,639
未 払 法 人 税 等 18,585
繰 延 税 金 負 債 636
未 払 費 用 129,600
前 受 金 214,469
そ の 他 154,583

固 定 負 債 406,398
退職給付に係る負債 290,667
そ の 他 115,731

負 債 合 計 1,941,911
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,456,928
資 本 金 3,426,916
資 本 剰 余 金 615,043
利 益 剰 余 金 527,172
自 己 株 式 △112,203

その他の包括利益累計額 △3,106
その他有価証券評価差額金 66,420
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 962
土 地 再 評 価 差 額 金 △11,613
為 替 換 算 調 整 勘 定 △37,816
退職給付に係る調整累計額 △21,060

純 資 産 合 計 4,453,822
資 産 合 計 6,395,733 負 債 純 資 産 合 計 6,395,733

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 7,093,978

売 上 原 価 5,176,953

売 上 総 利 益 1,917,025

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,831,348

営 業 利 益 85,676

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,167

ゴ ル フ 会 員 権 退 会 益 8,800

そ の 他 7,921 20,888

営 業 外 費 用

支 払 利 息 436

そ の 他 8,203 8,639

経 常 利 益 97,924

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,662

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,914 5,577

特 別 損 失

そ の 他 291 291

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 103,210

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,537 13,537

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 89,673

当 期 純 利 益 89,673

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 3,426,916 615,043 488,535 △112,127 4,418,367

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △5,675 △5,675

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た
当 期 首 残 高 3,426,916 615,043 482,859 △112,127 4,412,691

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △45,361 △45,361
当 期 純 利 益 89,673 89,673
自 己 株 式 の 取 得 △76 △76

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額(純 額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 44,312 △76 44,236

当 期 末 残 高 3,426,916 615,043 527,172 △112,203 4,456,928

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 24,229 153 △11,613 △64,814 △20,451 △72,496 4,345,871
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △5,675

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た
当 期 首 残 高 24,229 153 △11,613 △64,814 △20,451 △72,496 4,340,195

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △45,361
当 期 純 利 益 89,673
自 己 株 式 の 取 得 △76

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額(純 額) 42,191 809 － 26,998 △608 69,390 69,390

当 期 変 動 額 合 計 42,191 809 － 26,998 △608 69,390 113,626

当 期 末 残 高 66,420 962 △11,613 △37,816 △21,060 △3,106 4,453,822

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数　　　　　　　　２社
・連結子会社の名称　　　　　　　リケイ・コーポレーション(Ｈ.Ｋ.)リミテッド

日本ログフォース株式会社
連結子会社　日本ログフォース株式会社は、平成27年３月12日に清算結了しており
ます。

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑶　会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券　　　　　　償却原価法（定額法）

　その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　期末決算月の平均市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として、個別法（ただし、一部商品については移動平均法）による原価法（貸
　借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　　主として、定率法
　（リース資産を除く）　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 15～40年
機械装置及び運搬具 ６年
工具、器具及び備品 4～15年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法
　（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。
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なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の
うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、

一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

ａ．退職給付見込額の期間帰属
　　方法

ｂ．数理計算上の差異の費用
　　処理方法

ロ．収益及び費用の計上基準
ａ．完成工事高及び完成工事

原価の計上基準

ｂ．ファイナンス・リース取
引に係る収益の計上基準

ハ．ヘッジ会計の方法

ニ．消費税等の会計処理方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっております。
会計基準変更時差異については、15年による按分
額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理することとしており
ます。

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の
確実性が認められるプロジェクトについては工事
進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を、その他のプロジェクトについては工事完成基
準（検収基準）を適用しております。
売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する
方法によっております。
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処
理の要件を満たしている為替予約については振当
処理を行っております。
消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。
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（会計方針の変更）
（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下
「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」とい
う。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ
た定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を
見直し、割引率の決定方法を変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な
取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算
方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が５百万円増加し、利益剰
余金が５百万円減少しております。なお、当連結会計年度の損益及び１株当たり純資
産額、１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

２．連結貸借対照表に関する注記
　⑴　有形固定資産の減価償却累計額  　988,466千円
　⑵　土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び「土
地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日　公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については「土地再評価差
額金」として純資産の部に全額を計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日　公布政令第119号）第２条第４号に定め
る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額を算定するために国
税庁長官が定めて公表した方法により算定した価
額に合理的な調整を行って算定する方法によって
おります。

再評価を行った年月日　　　　　　平成14年３月31日
　再評価を行った土地の連結会計年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価
額の合計額を22,636千円下回っております。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の発行済株式の種類及び総数
　　　普通株式　　　　　　　　　　　15,514,721株
⑵　剰余金の配当に関する事項
　①　配当金支払い額
　　平成26年６月27日開催の第57回定時株主総会決議による配当に関する事項
　　・配当金の総額　　　　　　　　　45,361千円
　　・１株当たり配当金額　　　　　　３円
　　・基準日　　　　　　　　　　　　平成26年３月31日
　　・効力発生日　　　　　　　　　　平成26年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度
　　になるもの
　平成27年６月26日開催予定の第58回定時株主総会決議による配当に関する事項

　　・配当金の総額　　　　　　　　　45,360千円
　　・配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金
　　・１株当たり配当金額　　　　　　３円
　　・基準日　　　　　　　　　　　　平成27年３月31日
　　・効力発生日　　　　　　　　　　平成27年６月29日
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４．金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項
　　①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達に
ついては銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避
するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　　②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及
び残高管理を行っております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営
業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、包括あるいは個別に先物為替予
約取引を利用してヘッジしております。

有価証券及び投資有価証券は、主として、満期保有目的の債券及び業務上の関係を
有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されて
おりますが、定期的にこれらの時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク軽減に努
めております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、
外貨建ての営業債務については為替変動のリスクに晒されておりますが、先物為替予
約取引を利用してヘッジしております。
　短期借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループは各部署からの
報告に基づき資金繰計画を作成・更新するとともに、複数の金融機関と借入与信枠の
設定などにより流動性リスクを管理しております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対する
ヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ
手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑶会計処理基準
に関する事項　④その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 ハ.ヘッ
ジ会計の方法」をご参照下さい。

　　③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り
込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。また、注記事項「デリバティブ取引」におけるデリバティブ取引に関す
る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも
のではありません。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの
は、次表には含まれておりません。（（注）２．参照）

（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

①　現金及び預金 2,144,968 2,144,968 －
②　受取手形及び売掛金 2,406,838 2,406,838 －
③　有価証券

　　　満期保有目的の債券 100,999 101,050 50
④　投資有価証券

　　　満期保有目的の債券 610,559 607,601 △2,957
　　　その他有価証券 99,420 99,420 －

資産計 5,362,786 5,359,879 △2,907
①　買掛金 1,017,639 1,017,639 －

負債計 1,017,639 1,017,639 －
デリバティブ取引(＊) 1,599 1,599 －
(＊) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。
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③　有価証券、④　投資有価証券
　有価証券及び投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっており、
債券は取引金融機関から提示された価格によっております。
　これに関する連結貸借対照表計上額と時価及び取得原価との差額は以下のとおり
であります。

イ．満期保有目的の債券
（単位：千円）

種　　類
連結貸借対照表

計上額
時　　価 差　　額

　　連結貸借対照表計上額が
　　時価を超えるもの

債券 347,893 344,657 △3,235

　　連結貸借対照表計上額が
　　時価を超えないもの

債券 363,665 363,994 328

合　　計 711,558 708,651 △2,907

ロ．その他有価証券
（単位：千円）

種　　類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差　　額

　　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

株式 33,000 99,420 66,420

　　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

株式 － － －

合　　計 33,000 99,420 66,420

負 債
①　買掛金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。
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デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
②　ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における

契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。
（単位：千円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等 うち１年超 時価(＊)

為替予約の振当処理等

　為替予約取引
　　売建
　　　米ドル 売掛金 18,762 － △142
　　買建
　　　米ドル 買掛金 95,116 － 1,921
　　　ポンド 4,586 － △140
　　　ユーロ 424 － △39
合計 118,889 － 1,599

(＊) 時価の算定方法
　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額31,400千円）は、市場価格がなく、時価を
把握することが極めて困難と認められることから、「④ 投資有価証券 その他有
価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内 ５年超

　現金及び預金 2,143,539 － －
　受取手形及び売掛金 2,406,838 － －
　有価証券
　　満期保有目的の債券 100,000 － －
　投資有価証券
　　満期保有目的の債券 － 500,000 100,000

合　　計 4,650,378 500,000 100,000

５．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額
⑵　１株当たり当期純利益

294円56銭
5円93銭

６．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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（計算書類）
貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 4,707,550 流 動 負 債 1,456,393

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
リ ー ス 投 資 資 産
商 品 及 び 製 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工具、器具及び備品
リ ー ス 資 産
土 地

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他

1,985,068
106,671

2,228,141
100,999

2,097
88,059

159,019
26,606
11,120
△233

1,622,168
426,611
115,445

684
23,985
21,436

265,058
44,941
2,160

42,781
1,150,614

741,380
215,800
114,769
40,000
38,664

買 掛 金 952,925
未 払 金 68,223
未 払 費 用 122,348
未 払 法 人 税 等 18,585
繰 延 税 金 負 債 636
前 受 金 207,314
リ ー ス 債 務 6,190
そ の 他 80,169

固 定 負 債 385,338
リ ー ス 債 務 15,246
退 職 給 付 引 当 金 269,607
そ の 他 100,485

負 債 合 計 1,841,731
純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,432,217
資 本 金 3,426,916
資 本 剰 余 金 615,043
資 本 準 備 金 615,043
利 益 剰 余 金 502,461
利 益 準 備 金 13,610
そ の 他 利 益 剰 余 金 488,850

繰 越 利 益 剰 余 金 488,850
自 己 株 式 △112,203

評 価 ・ 換 算 差 額 等 55,770
その他有価証券評価差額金 66,420
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 962
土 地 再 評 価 差 額 金 △11,613

純 資 産 合 計 4,487,987
資 産 合 計 6,329,719 負 債 純 資 産 合 計 6,329,719

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 6,355,961

売 上 原 価 4,561,679

売 上 総 利 益 1,794,281

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,746,517

営 業 利 益 47,764

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,720

ゴ ル フ 会 員 権 退 会 益 8,800

そ の 他 10,221 20,741

営 業 外 費 用

支 払 利 息 436

そ の 他 6,508 6,944

経 常 利 益 61,561

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,662

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,914 5,577

特 別 損 失

関 係 会 社 整 理 損 21,771 21,771

税 引 前 当 期 純 利 益 45,366

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,387 13,387

当 期 純 利 益 31,979

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 資 本 剰 余 金

合 計 利 益 準 備 金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 3,426,916 615,043 615,043 9,074 512,444 521,518 △112,127 4,451,351

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △5,675 △5,675 △5,675

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た
当 期 首 残 高 3,426,916 615,043 615,043 9,074 506,768 515,843 △112,127 4,445,675

当 期 変 動 額
利 益 準 備 金 の 積 立 4,536 △4,536 － －
剰 余 金 の 配 当 △45,361 △45,361 △45,361
当 期 純 利 益 31,979 31,979 31,979
自 己 株 式 の 取 得 △76 △76
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 4,536 △17,917 △13,381 △76 △13,457
当 期 末 残 高 3,426,916 615,043 615,043 13,610 488,850 502,461 △112,203 4,432,217

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 24,229 153 △11,613 12,769 4,464,120
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △5,675

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た
当 期 首 残 高 24,229 153 △11,613 12,769 4,458,444

当 期 変 動 額
利 益 準 備 金 の 積 立 －
剰 余 金 の 配 当 △45,361
当 期 純 利 益 31,979
自 己 株 式 の 取 得 △76
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 )

42,191 809 － 43,001 43,001

当 期 変 動 額 合 計 42,191 809 － 43,001 29,543
当 期 末 残 高 66,420 962 △11,613 55,770 4,487,987

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券　　　　　　　償却原価法（定額法）
　子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法
　その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　期末決算月の平均市場価格等に基づく時価法(評価
差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価
　　方法

個別法（ただし、一部商品については移動平均法）
による原価法（貸借対照表価額については収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法
　（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～40年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ４～15年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法
　（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の
うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

－ 31 －

個別注記表



2015/06/01 13:39:36 / 14067012_株式会社理経_招集通知（Ｆ）

②　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、15年によ
る按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとしております。

⑷　収益及び費用の計上基準
①　完成工事高及び完成工事原価の
　　計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実
性が認められるプロジェクトについては工事進行
基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、
その他のプロジェクトについては工事完成基準
（検収基準）を適用しております。

②　ファイナンス・リース取引に
　　係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する
方法によっております。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び会計

基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と
異なっております。

②　ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処
理の要件を満たしている為替予約については振当
処理を行っております。

③　消費税等の会計処理方法　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

（会計方針の変更）
（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下
「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付
債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を変更しております。
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退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な
取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の
変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付に係る負債が５百万円増加し、利益剰余金
が５百万円減少しております。なお、当事業年度の損益及び１株当たり純資産額、１株
当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 979,429 千円
⑵　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　短期金銭債権 16,967 千円
⑶　土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日　公布法律第34号）及び「土地
の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日　公布法律第19号）
に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については「土地再評価差額金」
として純資産の部に全額を計上しております。
再評価の方法　　　　　　　　　　　「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年

３月31日　公布政令第119号）第２条第４号に定め
る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の
計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税
庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に
合理的な調整を行って算定する方法によっておりま
す。

再評価を行った年月日　　　　　　平成14年３月31日
　再評価を行った土地の事業年度末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合
計額を22,636千円下回っております。

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　売上高 65,384 千円
②　仕入高 1,322 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び総数
　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　  394,677 株
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５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
税務上繰越欠損金 462,259 千円
減損損失 141,199 千円
土地再評価差額金 148,581 千円
退職給付引当金 85,516 千円
たな卸資産評価損 2,935 千円
長期未払金 36,900 千円
投資有価証券評価損 5,324 千円
未払賞与 23,170 千円
その他 34,422 千円
繰延税金資産小計 940,309 千円
評価性引当額 △940,309 千円
繰延税金資産の合計 － 千円

（繰延税金負債）
繰延ヘッジ損益 △636 千円
繰延税金負債合計 △636 千円
繰延税金負債の純額 △636 千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、パソコン等については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により使用しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 296円82銭
⑵　１株当たり当期純利益 ２円12銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年５月15日
株式会社　理　　　　 経

取 締 役 会　御 中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 裕 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 久 間 　 佳 　 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社理経の平成26年４月
１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連
結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算
書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書
類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、株式会社理経及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月15日

株式会社　理　　　　 経
取 締 役 会　御 中

　新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 裕 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 久 間 　 佳 　 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社理経の平成26年
４月１日から平成27年３月31日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第58期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、
監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査環境の整備に努めるとともに、取締役会及びその他の重要な会議に出
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。
　また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、
取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取
締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書
について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。

－ 37 －
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

平成27年５月18日
株式会社　理　経　監査役会

常勤監査役 石　橋　信一郎 ㊞

社外監査役 秋　田　康　博 ㊞

社外監査役 大　橋　博　行 ㊞

社外監査役 秋　元　創一郎 ㊞
以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　　第58期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いた
　しまして以下のとおりといたしたいと存じます。

　⑴　配当財産の種類
　　　　金銭といたします。
　⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　　　当社普通株式１株につき金３円　　総額は45,360,132円
　⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　　　　平成27年６月29日

－ 39 －
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第２号議案　取締役７名選任の件
　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７
名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ　　 り　 　が　 　な
氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

1
くろ
黒

だ
田

てつ
哲

お
夫

(昭和22年10月26日)

昭和46年 2 月
平成 8 年 4 月
平成10年 6 月
平成11年 6 月
平成13年 4 月

平成13年 6 月
平成15年 4 月
平成20年 4 月

平成21年 9 月
平成22年 4 月
平成23年 4 月

平成24年 4 月

当社入社
当社ﾈｯﾄﾜｰｸ事業部長
当社取締役
当社常務取締役
当社事業統括副本部長・管理
統括本部長
当社代表取締役
当社事業統括本部長
当社取締役
当社製造ｿﾘｭｰｼｮﾝ部長
当社事業統括本部長
当社製造ｿﾘｭｰｼｮﾝ部担当
当社情報通信ｼｽﾃﾑ営業部担
当、伝送・配信ｼｽﾃﾑ営業部担
当、部品機器営業部担当、特
機部担当、企画開発部担当
当社代表取締役社長（現任）

103,380株

　　（重要な兼職の状況）
　　ﾘｹｲ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(Ｈ.Ｋ.)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ取締役

2
ふる
古

はた
畑

なお
直

き
樹

(昭和31年５月30日)

昭和62年 8 月
平成16年 4 月
平成16年 6 月
平成18年 4 月

平成27年 4 月

当社入社
当社総務部長兼経理部長
当社取締役
当社総務部・経理部担当
当社総務部長（現任）
当社常務取締役（現任）

85,800株

－ 40 －
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候補者
番　号

ふ　　 り　 　が　 　な
氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

3
い
猪 　

さか
坂　 　 　

さとる
哲

(昭和29年７月８日)

昭和62年12月
平成12年 4 月
平成17年 7 月
平成18年 4 月
平成19年 4 月

平成21年 4 月
平成21年 6 月
平成22年 4 月

平成23年 4 月

平成24年 4 月
平成25年 4 月

平成27年 4 月

当社入社
当社大学官公庁営業部長
当社執行役員
当社事業統括副本部長
当社大阪支店長（現任）
当社ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ3部長
当社ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ1部担当
当社取締役
当社ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ2部担当、ｼｽ
ﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ3部担当、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ担当
当社東日本ｼｽﾃﾑ営業部担当
当社西日本ｼｽﾃﾑ営業部担当
（現任）
当社事業統括本部長（現任）
当社ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ営業部担当
（現任）
当社常務取締役（現任）

27,500株

4
ふる
古

た
田

こう
耕

じ
児

(昭和39年３月19日)

平成 7 年 2 月
平成13年 4 月
平成14年 4 月
平成15年 4 月
平成17年 7 月
平成18年 4 月
平成18年 6 月
平成20年 4 月

平成21年 4 月
平成22年10月

平成23年 4 月

平成24年 4 月

平成27年 4 月

当社入社
当社ITｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長
当社IT統括部長
当社ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長
当社執行役員
当社事業統括副本部長
当社取締役（現任）
当社ｻﾎﾟｰﾄ技術部長
当社技術ｾﾝﾀｰ長（現任）
当社ｻﾎﾟｰﾄ技術部担当（現任）
当社企画開発部（PL）技術担
当
当社ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ部担当、
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ部長
当社事業統括副本部長、技術
開発部担当（現任）
当社企画戦略室担当（現任）

20,100株

－ 41 －
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候補者
番　号

ふ　　 り　 　が　 　な
氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

5
は
長

せ
谷

がわ
川 　

しょう
章 　

じ
詞

(昭和34年4月13日)

昭和58年 4 月
平成18年 4 月
平成19年 6 月

平成21年 6 月

当社入社
当社経理部長代理
当社執行役員
当社経理担当部長、株式担当
部長
当社取締役、経理部長（現任）

32,200株

6
こ
小 　

やなぎ
柳 　 　 　

まこと
誠

(昭和33年８月１日)

昭和57年 4 月
平成12年 4 月
平成16年 4 月
平成17年 7 月
平成19年 4 月
平成21年 4 月

平成24年 4 月

平成24年 6 月
平成25年 4 月

平成26年 4 月

当社入社
当社ｻﾃﾗｲﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部長
当社ﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭｰｼｮﾝ部長
当社執行役員
当社ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部長
当社ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ部担
当、伝送・配信ｼｽﾃﾑ営業部担
当
当社事業統括副本部長、海外
現地法人統括（現任）
当社情報通信ｼｽﾃﾑ営業部担
当、情報通信ｼｽﾃﾑ営業部長
当社取締役（現任）
当社防災情報ｼｽﾃﾑ営業部長
当社防災情報ｼｽﾃﾑ営業部担
当、部品機器営業部担当（現
任）
当社特機部担当（現任）

8,300株

　　（重要な兼職の状況）
　　ﾘｹｲ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ(Ｈ.Ｋ.)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ取締役社長

7
いし
石

かわ
川

り
理

か
香

(昭和25年12月31日)

昭和60年 7 月

平成14年 6 月

有限会社ｱｲ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｽﾀｼﾞｵ
（現株式会社ｱｲ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｽﾀ
ｼﾞｵ）代表取締役（現任）
当社取締役（現任）

1,834,477株

 （注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
 　　　２．石川理香氏は、社外取締役候補者であります。
 　　　３．石川理香氏を社外取締役候補者とした理由は、自らが代表を務める会社を長

年にわたり経営してきた経験を活かし、客観的かつ公正な立場から当社の経
営全体に対する監督、チェック機能を果たしていただくことで、当社の経営
体制が強化できると判断したためであります。

 　　　４．石川理香氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての
在任期間は、本総会の終結の時をもって13年となります。

以　上

－ 42 －
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株主総会会場ご案内図
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野村ビル

損保ジャパン
本社ビル

センタービル

工学院
大学

エルタワー

新宿郵便局

小田急ハルク

新
宿
駅

西
口
東
口

京
王
百
貨
店

小
田
急
百
貨
店

甲州街
道

新宿中央公園
京王
プラザ
ホテル

南口

東京都庁

モード学園
コクーンタワー

青梅街道

会場：東京都新宿区西新宿二丁目７番２号
ハイアット リージェンシー 東京

地下１階『白鳳』
交通のご案内

・ＪＲ線・小田急線・京王線、新宿駅(西口)より徒歩９分
・地下鉄丸ノ内線西新宿駅より徒歩４分
・地下鉄大江戸線都庁前駅Ａ７出口に直結

地図




